
法　人　税
　オランダの法人税は，オランダ法人の場合

全世界所得が課税対象となります。標準法人

税率は２５．５％。税務欠損金は９年間繰越及び

１年間の繰戻還付が適用できます。

　申告期限は決算期末後６か月以内であり，

延長申請により更に５か月の延長をすること

ができます。

　法人税申告は賦課決定方式が採用されてお

り，期中の１次及び２次予備的査定書に基づ

いて，進行事業年度中にその期の法人税を予

定納付し，最終決算に基づいた申告により最

終査定書が発行されます。

１　資本参加免税制度

　５％以上の出資，アクティブ投資（注１）で

あること等，一定の条件を満たす投資につい

ては，資本参加免税制度の適用を受けること

ができます。当制度下においては，その資本

の出資から生じる受取配当および株式譲渡益

は１００％非課税となります。なお，株式譲渡

損については，事業撤退などの限定的な条件

を満たした場合のみ譲渡損の損金処理ができ
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　オランダは，人口約１，６００万人，面積

は九州とほぼ同等の約４．１万�の国です

が，世界初の株式会社や証券市場の創設

及び積極的な海外貿易などにより，商業

経済の分野でも特筆すべき事柄を有して

います。現在では，ＥＵ加盟国の一員と

して，欧州大陸の中心である特徴を生か

した物流のハブ機能や国際金融センター

の機能を更に強化する方向性が打ち出さ

れています。小国ながらも存在感を示す

オランダの特徴的な政策は，資本参加免

税や３０％ルーリングなど税制度上の優位

性及び税務執行の柔軟性にも見受けられ

ます。



ます。この資本参加免税制度を活用した，オ

ランダ持株会社のストラクチャーが多く見受

けられます。

（注１）　アクティブ投資とは，その資産の半分以

上を金融資産の保有など，フリーポート

フォリオにて構成されていない場合をいい

ます。

２　国外支店利益課税

　オランダ法人の国外支店利益については，

国外所得免税方式が採用されており，国外支

店の利益がオランダ本国にて課税されません。

一方，オランダ国外支店の損失はオランダ法

人の本店所得と相殺することができるため，

これにより支店損失を早期に課税所得から控

除することができます。なお，国外支店利益

免税との整合性を図るため，翌事業年度以降

に当該支店にて利益が生じた段階でこれを本

店の課税所得に含めることにより，取り戻し

課税が行われる制度になっています（リキャ

プチャー・ルール）。

３　租税条約と源泉税課税

　オランダの国内法による源泉税率は次のよ

うに定められています。

　　配当：１５％，利子：０％，使用料：０％

　なお，日蘭租税条約により，議決権株式の

２５％以上を配当事業年度終了の日以前６か月

以上所有している場合には，所定の手続きに

より，配当にかかる源泉税率を５％まで軽減

することができます。

　また，利子及び使用料についてもそれぞれ

１０％まで軽減できることが租税条約に規定さ

れていますが，オランダからのこれらの支払

いについては，国内法にて０％が規定されて

いるため源泉徴収は行われません。

　日本の親会社への配当については，現行の

日蘭租税条約上支払い配当について５％の源

泉税課税が行われます。日本の外国子会社配

当等益金不算入制度の導入後においては，こ

の直接源泉税額が日本の親会社において追加

の税務コストとなります。

　なお，オランダのＣＯ－ＯＰ（コープ：日

本の合同会社に類似する組織）を活用するス

キームにより，配当に係るオランダ源泉税課

税を回避する方法も検討されています。

　一方，日蘭租税条約は現在改正交渉中であ

り，近々に配当に係る源泉税の免税を含む合

意がなされることが期待されています。

　なお，オランダは多くの国と有利な租税条

約を締結しており，その租税条約ネットワー

クを活用し，オランダ法人を経由する持ち株

形態やプロジェクトファイナンスが多く見受

けられます。

４　移転価格税制

　オランダの移転価格税制はＯＥＣＤガイド

ラインに則り，基本３法を原則とします。な

お，関連者間取引には文書化義務が規定され

ています。したがって，税務調査の際には，

移転価格文書の提出が要求され，文書化がな

されていない場合には，取引の複雑さに応じ

た，４週間から３か月の移転価格文書の準備

期間が与えられますが，移転価格文書が具備

されていない，または十分でない場合には，

法人税の本法規定により最大１００％のペナル

ティーが賦課される可能性があります。

　オランダの移転価格税制の導入は２００２年と

比較的新しい制度ですが，最近は棚卸資産の

取引のみでなく，無形資産・役務提供などの

取引の調査も重要視されているようです。

　オランダ税務当局は移転価格の事前確認

（ＡＰＡ）にも積極的に対応しています。プ

ロジェクトファイナンスなどの金利スプレッ

ドにかかるＡＰＡの場合には，数か月でオラ

ンダ税務当局と合意することができます。ま

た，日蘭間のバイラテラルＡＰＡについても，

既にいくつかの案件が合意にいたり，現在交

渉中の案件もあります。
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５　税務当局の姿勢

　オランダ税務当局は納税義務者からの相談

に積極的に対応し，必要に応じて，ルーリン

グとして書面による回答を得ることができま

す。

　また，税務当局と「タックスコンプライア

ンス（税務法令順守）契約」を締結し，納税

義務者の税務統制フレームワークの確立を前

提に，税務当局への適時情報開示及び当局の

見解の早期獲得並びに（双方の）税務調査負

担の軽減を果たす制度が導入されています

（タックスモニタリング制度）。これはＯＥＣ

Ｄのガイドラインに則り，税務当局と納税義

務者との相互信頼に基づく先進的な取り組み

とされています。

所　得　税
　オランダの個人所得税課税も，原則として

居住者の場合，全世界所得が課税対象となり

ます。月次の源泉所得税は，社会保険料とあ

わせて一括徴収されます。所得税等の最高税

率は５２％です。採用困難な人材を国外から招

いた場合には，一定の条件のもと，３０％ルー

リング制度を適用することができ，その者の

給与総額の３０％相当額を非課税とすることが

できます。

　日系企業は日本での手取り給与を想定した

ネット給与保証を導入し，海外現地での所得

税は会社が税金手当てとして会社が負担する

場合は多く見受けられます。したがって，当

３０％ルーリングは結果的に会社経費の負担軽

減効果をあたえる重要で魅力的な制度とされ

ています。

　２００９年３月より，日蘭社会保障協定が施行

され，５年以内の一次派遣者に該当する場合

にはオランダにおいて，日本人については一

般老齢年金（ＡＯＷ），一般遺族年金（ＡＮＷ），

特別医療保険（ＡＷＢＺ）の納付義務がなくな

りました。各保険には上限がついていますが，

所定の証明書の具備により，総計で３１．１５％

（課税対象Ｃ＝ ３１，５８９まで）の軽減がされるこ

とになります。

付加価値税（ＶＡＴ）
　オランダのＶＡＴ税率は１９％です。ＥＵ加

盟国では，９３年の欧州単一市場導入以降，Ｅ

Ｕ加盟国間の税関は撤廃され，各国のＶＡＴ

制度もかなり調和がすすめられています。日

本からオランダへの商品の搬入は輸入とされ，

関税及び輸入ＶＡＴが課されます。

　なお，オランダの特徴的な制度として，Ｖ

ＡＴ２３条項のライセンスを取得することによ

り，輸入ＶＡＴの納付を実質的に販売時点ま

で繰り延べることができます。日本企業など

の外国法人もＶＡＴ納税代理人をオランダに

て指定することにより，このライセンスの恩

恵を受けることができます。

　また，日本企業が外国法人として，直接オ

ランダにて商品の売買を行う場合，オランダ

内及びオランダ国外への売買取引には，リ

バースチャージ（注２）の方法が適用されます。

この場合，ＯＵＴＰＵＴ　ＶＡＴ（所謂，仮受消

費税）を認識する必要がないため，ＶＡＴ負

担を軽減する方法にて処理することができま

す。

　なお，ＥＵ加盟国にてＶＡＴの大幅な改正

が２０１０年より施行されることになっており，

各国の国内法への導入動向に注意が必要です。

（注２）　リバースチャージとは，供給者にてＶＡ

Ｔの認識を行わず，受益者が自己評価にて

ＶＡＴ申告書を行うＶＡＴの課税方法をい

います。
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最近の日系企業の動向
　在欧州の日系企業も金融不安の大きな影響

を被っているようです。積極的なコスト削減

を図る一方，欧州域内の適切な物流体制，管

理・販売体制を確立するために，組織の合理

化を検討する企業も見受けられます。オラン

ダは昨年７月にＥＵクロスボーダー合併指令

をオランダ会社法として施行し，他のＥＵ加

盟国の法人との合併が実行可能となりました。

　また，同合併指令により，原則，合併取引

による法人税課税の繰延が規定されています。

今後は，このような合併制度を活用した再編

も多く検討されるようになると思われます。

　オランダの税制改正の動向としては，２００７

年の税制改正以来，日本のタックスヘイブン

対策税制を意識した，オランダ標準法人税率

が２５％以下となるか否かが毎年注目となりま

す。現時点においては，標準法人税率のさら

なる低減は予定されていないようです。しか

しながら，２００７年の利子ボックス課税制度（関

係会社間利子所得については５％課税）が欧

州委員会の承認を得ることができそうにない

状況であり，その施行が難しいとされるため，

国際金融の誘致を目的とした金融取引にかか

るさらなる優遇措置の導入が検討されていま

す。これらの改正が日本のタックスヘイブン

税制の適用上，どのように影響してくるか，

今後の改正の動向にも注意が必要です。
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